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（趣旨） 
第１条　この要綱は、原油価格及び物価高騰の影響を受けている社会福祉施設等の負担を軽減し、安定的かつ継続的なサービスの提供を支援するため、予算の範囲内において津山市社会福祉施設等物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を交付することに関し、津山市補助金等交付規則（昭和４２年津山市規則第１３号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（交付対象者） 
第２条　支援金の交付の対象となる者は、申請日時点において、市内に所在する社会福祉施設等（別表に規定する事業所をいう。）を有する事業者とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、支援金の交付の対象としない。 
⑴　指定介護老人福祉施設又は介護老人保健施設の空床を利用、または指定介護老人福祉施設又は介護老人保健施設に併設してサービスを提供する短期入所生活介護事業所又は短期入所療養介護事業所であるとき。
⑵　申請日時点において休止している事業所であるとき。
⑶　津山市暴力団排除条例（平成２３年津山市条例第２１号）第２条第１号に規定する暴力団又は第２条第３号に規定する暴力団員等が経営に関与しているとき。
（支援金の額等） 
第３条　支援金の交付額は、別表のとおりとする。
２　支援金の交付は、１事業者につき１回限りとする。 
（交付申請等） 
第４条　支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、津山市社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付申請書兼請求書兼実績報告書及び施設別個票に次に掲げる書類を添えて、令和４年１２月２６日までに市長に提出するものとする。 
⑴ 支援金の振込先が分かる金融機関の口座の通帳等の写し 
⑵ その他市長が必要と認める書類 
（交付決定等） 
第５条　市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査し、交付の可否を決定したときは、津山市社会福祉施設等物価高騰対策支援金交付決定（却下）通知書により、当該申請者に通知するものとする。 
２　前項の規定による支援金の交付の決定の通知は、津山市補助金等交付規則第９条の２の規定による補助金等の額の確定の通知を兼ねるものとする。
（交付の取消し） 
第６条　市長は、申請者が偽りその他不正の手段により支援金の交付を受けたとき及び市長が必要と認めるときは、支援金の交付の決定を取り消すことができる。 
（返還） 
第７条　市長は、前条の規定により支援金の交付の決定を取り消した場合において、既に支援金が交付されているときは、当該支援金を返還させるものとする。 
（その他） 
第８条　この要綱に定めるもののほか支援金の交付について必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、令和４年１１月１日から施行する。 
（失効） 
２ この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の失効前に交付した支援金に係る第６条及び第７条の規定は、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。
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